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国際放射線防護委員会
（ICRP）の考え方

緊急時被ばく状況
［計画的避難区域、警戒区域］

現存被ばく状況

長期的な目標

追加被ばく線量を
年間１ｍSvとする

１００mSv／年

２０mSv／年

除染に関する緊急実施基本方針

［比較的高線量］

大規模作業を伴う
面的除染が必要

［比較的低線量］

側溝や雨樋など
ホットスポットを
集中的に除染

１mSv／年

年間２０mSv以下への
移行を目指す

市町村が、除染計画を
作成し実施。

国は、専門家の派遣、
財政支援により円滑な
除染を支援。

住民の帰還が実現するまで、
国が主体的に除染を実施。

除染実施に関する基本的考え方

縦軸：年間被ばく線量
［mSv／年］

原子力事故など緊急事態におい
て、緊急活動を要する状況

緊急事態後の長期被ばく状況
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除染実施における長期目標・暫定目標

① 国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）の２００７年基本勧告などを踏まえ、追加被ばく線量が年間２０ミリ
シーベルト以上（緊急時被ばく状況）にある地域の段階的かつ迅速な縮小を目指す。

長期的な目標

暫定目標

一般公衆

子ども

② 年間２０ミリシーベルト以下（現存被ばく状況）にある地域では追加被ばく線量
年間１ミリシーベルト以下を目指す。

③ 具体的な目標として、２年後までに、一般公衆の推定年間被ばく線量
の約５０％減少を目指す。

・放射性物質の物理的減衰及び自然要因による減衰：２年で約４０％
・除染による削減目標：約１０％

④ また、子どもの生活環境を徹底的除染により、２年後までに、子どもの
推定年間被ばく線量の約６０％減少を目指す。

・放射性物質の物理的減衰及び自然要因による減衰：２年で約４０％
・子どもの生活環境の除染による削減目標：約２０％

⑤ 今後、詳細なモニタリング結果、子どもの実際の被ばく線量の実測調査、除染モデル事業等を
通じ精査を重ね定期的に目標を見直し。

除染に関する緊急実施基本方針（８月２６日原子力災害対策本部決定）
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スケジュール（案）

年間２０ミリ超区域 年間１～２０ミリ区域

９月

・１２市町村（計画的避難区域、警
戒区域）と調整開始

・モデル事業実施場所の選定
・モニタリング開始、実施計画策定
・除染作業開始（手法の試行）

・市町村向け説明開始
・専門家派遣支援開始

緊急実施基本方針
で対応

１０月 ・モデル事業実施（除染本格作業） ・市町村計画策定

１１月
・モデル事業実施（除染本格作業）

特別地域の指定

・市町村による除染開始

汚染状況重点調査地域の
指定

１２月
・結果取りまとめ、検証

→ガイドラインに反映

年明け１月以降
・国の本格除染計画策定

・国が本格除染開始
・市町村による除染の継続 特措法完全施行
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県

市町村

国
（内閣府、各省）

福島県
県民健康管理基金

校庭等の除染

自治会等の支援

※二次補正による措置
（180億円）

除染計画を策定した自治体

自治体の定める除染計
画に従い、計画に沿った
除染の実施に必要な費
用を基金から拠出。

住宅

公共施設、
商業施設等

道路

森林（生活圏）

仮置き場設置等

農地

ホットスポット対応

（自治会/市町村支援）
除染専門家派遣

稲わら（高濃度）、区域内死亡家畜処理

除染モデル事業

国所管施設の除染

（国道、国有林等）

等

県
(福島県外を含む）

※一部国からの実施も検討

復旧・復興予備費
総額約２，１８０億円

生活圏の除染

農業系廃棄物処理

スクリーニング体制整備等

予備費による事業の全体の流れ

約１，８４０
億円

約１８０
億円

約１６０
億円
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